
自動車検査証の電子化に関する検討会（第１回）
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 資料１  

 
自動車検査証の電子化に関する検討会 

設置要領（案） 
 
 １．趣旨 

   2018 年(平成 30 年)6 月に閣議決定された「未来投資戦略 2018」を踏まえ、
自動車保有関係手続きのワンストップサービス（ＯＳＳ）の充実・拡充を図
るため、自動車検査証の電子化による申請手続きの完全電子化に向けた検討
を進め、具体化に向けた基本コンセプトや導入に当たっての技術的要件をと
りまとめるため、自動車局に有識者等からなる行政運営上の検討会を設置す
る。 

 
 ２．検討会の名称 
  「自動車検査証の電子化に関する検討会」とする。 
 
 ３．検討会の構成 
  （1）検討会は、国土交通省が主催するものとし、有識者、関係団体、行政機関

を構成員とする。（別紙） 
  （2）構成員は、必要に応じて追加できるものとする。 
 
 ４．検討会の運営 

  (1) 検討会には、座長及び座長代理をそれぞれ１名置く。 

  (2) 座長は、必要に応じて、検討事項に関係する者の出席を求めることができ
る。 

  (3) 本検討会は、民間企業の事業活動やセキュリティを含む技術的要件に関わ
る議論がなされる余地の大きいこと等から自由闊達な意見交換の妨げとなら
ないよう、非公開とする。 

  (4) 議事概要については、会議後、速やかに国土交通省ホームページにて公開
する。 

  (5) この設置要領に定めるものの他、会議の運営に必要な事項については、座
長が定めることとする。 

 
 ５．その他 

    事務局を国土交通省自動車局自動車情報課に置く。 
 
 

 



別 紙 
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料２
自動車保有関係手続きの現状



自動車の検査登録制度の概要

○自動車については、不動産と同様に国民の基本的財産として、その所有権を保護するため、
公証(登録)制度が設けられているところ。自動車を運行の用に供するためには、登録を行うと
ともに、国の定める安全・環境基準に適合しているかの確認(検査)を行うことが必要。

登録の具体的イメージ

未登録の車
（新車購入時等）

運行の要件

自動車の所有権を有していること

自動車の保管場所の確保

自動車重量税の納付

自動車損害賠償責任保険(共済)の契約締結

登録の
主な効果と役割

登
録

○公道が走行可能

○所有権の保護

○各種行政手続き
の執行基盤

ナンバープレート
の取付け、封印

自動車の安全性・環境保全の基準を満たしていること

検査の具体的イメージ

検査の中で確認する事項

○自動車の基準適合性の確認
→定期点検整備実施状況の確認
→保安基準適合性の審査
→NOx、PM法の基準への適合性の確認

○車両諸元の確定

検査のタイミング

○新規登録時

○車検更新時

○構造等の変更 等
1



現在の自動車検査証
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自動車保有関係手続きのワンストップサービス(OSS)の概要

県税事務所

警察署

運輸支局

③自動車取得税、
自動車税の納付

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

ワンストップサービス
システム

電子
申請・納付

※手続の終了後に、警察・
運輸支局において、保管
場所ステッカー及び車検
証等の受取が必要

申請者
（購入者、手続
き代理人）

ポイント①
全ての申請・納付手続きがオンライン
で一括して行うことが可能

ポイント②
いつでも、どこからでも、
２４時間３６５日手続可能

②検査登録申請、
自動車重量税納付

①車庫証明申請

申請者
(購入者、
手続き代理人)

○申請・納付手続きのため、各機関を訪れる必要

県税事務所

警察署

運輸支局

電子データ
のやりとり

ワンストップ化

○自動車（登録車）の運行に必要な各種行政手続（検査登録、保管場所証明（警察）、自動車諸税の納税（国税・県
税）を、ＯＳＳによりオンライン・一括で行うことが可能。

窓口手続き ワンストップサービスを利用した手続き
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自動車の保有関係手続き

【新車新規
登録】

【継続検査】

【変更登録】

【移転登録】

【中古車新規
登録】

【一時抹消
登録】

【解体等届出・
輸出関係手続
等】

平成１７年より
開始
〔３４都道府県〕

平成２９年４月より 〔３１都道府県〕 平成３１年度より
（予定）

【記載事項
変更】

※複合申請（移転一次抹消登録・
移転永久抹消登録・変更一次
抹消登録）も含む。

【永久抹消
登録】

約300万件 約1,550万件
（※）

約123万件

約4万件

約634万件

約40万件

約375万件

約22万件

約264万件

平成２９年４月
より
〔全４７都道府県〕

手
続
き
の
流
れ

Ｏ
Ｓ
Ｓ
の
対
象

新規購入 定期車検

引っ越し等

住所・
氏名変更

使用の停止

売買等 解体・輸出

廃車

※ 継続検査の件数：登録自動車に係る継続検査のうち指定整備工場経由のもの
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ＯＳＳ化の進捗状況全体

OSSの推進は政府のIT戦略においても重要な柱となっており、OSSの利用率の向上は不可欠。

OSS対象件数
３，３１０万件

新規登録OSS：94.0万件（31.3%）
新車新規登録
：300万件

移転登録
：634万件

変更登録
：123万件

抹消登録
：395万件

記載事項変更：4万件

継続検査
：1,550万件

継続検査OSS：28.9万件（1.9%）

輸出・解体等
：264万件 中古車新規登録

：40万件

上記は平成29年度通年の平均値
平成30年７月単月の申請率は12.7%

（平成29年度）

※２ 継続検査の件数：登録自動車に係る継続検査のうち指定整備工場経由のもの

※１ 輸出・解体等へのＯＳＳ対象手続拡大は平成31年度を予定

※１

※２
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ＯＳＳ対象地域の拡大

新車購入
（新車新規登録）

定期車検
(継続検査)

その他手続
（移転、変更、抹消等）

拡大前
（29年3月まで）
導入済み

岩手、茨城、群馬、埼玉、東京、神奈川、静
岡、愛知、大阪、兵庫、奈良（11都府県）

－ －

29年度

北海道、秋田、福島、千葉、新潟、岐阜、和
歌山、広島、島根、山口、佐賀、宮城、栃木、
岡山、福岡、大分、鹿児島、沖縄（１８道
県）

４７
都道府県

北海道、岩手、秋田、宮城、福島、栃木、埼玉、千
葉、東京、神奈川、新潟、岐阜、静岡、愛知、大阪、
兵庫、奈良、和歌山、広島、山口、福岡、大分、佐
賀、鹿児島、沖縄（２５都道府県）

30年度
稼働済

福井、滋賀、青森、宮崎、熊本（5県） 福井、滋賀、青森、宮崎、茨城、熊本（6県）

30年度中
（予定）

富山、鳥取、愛媛、長崎（4県）
群馬、富山、鳥取、島根、岡山、愛媛、長崎
（7県）

31年度以降
（予定）

山形、山梨、石川、三重、香川（5県） 山形、山梨、石川、三重、香川（5県）

未定 長野、京都、高知、徳島（4県） 長野、京都、高知、徳島（4県）

対象
手続

導入
時期
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新車新規OSS申請率（年度別・導入地域）

416 8,109 11,175 
33,600 

142,068 

329,126 

680,587 

830,389 

913,100 

818,536 

837,336 

931,838 

940,503 

0.12% 0.59% 0.73%
2.60%

10.10%

24.89%

50.76%

58.95%
60.91%

60.07%
61.32% 63.34%

53.10%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

申請件数 申請率
※新車新規のOSS実績は
申請件数（登録件数ではない） 7



新車新規登録ＯＳＳ申請状況（月別・導入地域）

47,639

66,681

87,915

75,579

62,405

89,346

71,581

76,827
75,910

78,058

94,004

114,585

61,121
72,501

88,371
84685

47.93%

60.48%
60.42%

59.84%

59.50%

59.02%

64.03%
60.74%

57.16%
54.76%

46.00%

36.30%
36.33%

39.97%
39.20%

38.25%

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

申請件数 申請率 ※７月末現在

8



継続検査ＯＳＳ申請状況（月別・全国）

729 3161
5233 8506 1137714667

19775
24221

23522

3637354764

86621

66657

109953

131400

170216

0.06% 0.25%
0.37%0.62% 0.94%1.10%

1.56%

2.01%
2.15%

3.32%

4.10%

4.99%
6.36%

8.86%

10.38%

12.65%

0.00%

2.00%

4.00%

6.00%

8.00%

10.00%

12.00%

14.00%

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

160000

180000

申請件数 申請率 ※７月末現在 9



新車新規
検査登録

型式指定

持込

継続検査

指定整備

限定保適証

持込

自動車検査登録手数料改定の概要(H30.4.1実施)

改定の内容

自動車保有関係手続のワンストップサービス（ＯＳＳ）が平成１７年度から新車新規登録に
おいて開始し、平成２９年度より継続検査等に対象手続が拡大

実際に利用件数の多いＯＳＳ対象手続について手数料を見直し
平成30年1月閣議決定。同年4月1日より施行

（※）ＯＳＳ非対応の事業者によるＯＳＳ対応のための期間を確保する観点から、１年の経過措置として
書面による申請のうち保安基準適合証を電子化したものの料金を据え置き

非ＯＳＳ

ＯＳＳ

非ＯＳＳ

ＯＳＳ

電子保適

登録 検査 合計

現行 改定後 現行 改定後 現行 改定後

700円 →
900円

1,100円 →
1,200円

1,800円 →
2,100円

500円 1,000円 1,500円

700円 400円 1,100円

-

1,100円 →

1,200円

1,100円 →

1,200円

1,100円 1,100円

1,000円 1,000円

1,100円 1,100円

400円 400円

変更なし

変更なし

変更なし

H30年度限定
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金
融

機
関

保
険

会
社

新車新規登録(型式指定車)申請に係る事務

請
求
者

（
本
人
）

デ
ィ
ー
ラ
ー

メ
ー
カ
ー

窓 口

県
税

事
務
所

警
察
署

国
土
交
通
省

（行政側）

（申請者側）

自賠責保険
契約内容入力 証券発行

自賠責保険
情報登録

自賠責保険
情報

・自賠責保険情報
登録完了情報

・自賠責証明書

納 車

受 領

審 査 交付

・検査登録申請書
・検査登録印紙
・自動車重量税印紙
・添付書類
(委任状、印鑑証明書、
保管場所証明書)

・(新)自動車検査証
・検査標章

出頭

○○○ ：作業 ：流れ ：書類 ：データ：データの流れ

自賠責システム

情報登録

・完成検査終了証
・譲渡証明書

・完成検査修了証
・譲渡証明書

完成検査
情報等登録

登
録
情
報

処
理
機
関

譲渡情報
登録

・譲渡証明書

印鑑証明書
取得

売買契約
手続委任

売買契約
書類受領

・委任状
・印鑑証明書
・車庫証明必要書類（申請書、所在
図、配置図、使用権原疎明書面）

審査

出頭
・申請書
・証紙
・添付書類
（所在図、配置図、
使用権原疎明書面）

交付

出頭

・保管場所証明書
・保管場所標章

車庫
申請

受領

(代行)

手続委任

受領

審 査

税申告
（自動車税、
自動車取得税）

出頭

・領収証書

・自動車検査証
・検査標章
・保管場所標章
・自賠責証書
・領収証書

・(新)自賠責証

情報登録

・自賠責証情報

・税申告書

・契約者情報

申
請

代
理
人

書類等引渡

・自動車検査証
・検査標章
・領収証書

検査登録
申請

・委任状
・印鑑証明書
・保管場所証明書
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手
続

代
理
人

金
融

機
関

保
険

会
社

新車新規登録(型式指定車)申請に係る事務

請
求
者

（
本
人
）

デ
ィ
ー
ラ
ー

メ
ー
カ
ー

県
税

事
務
所

警
察

国
土
交
通
省

（行政側）

（申請者側）

自賠責保険
契約内容入力 証券発行

自賠責保険
情報登録

自賠責保険
情報

・自賠責保険情報
登録完了情報

・自賠責証明書

納 車

受 領

審 査
交 付

○○○ ：作業 ：流れ ：書類 ：データ：データの流れ

自賠責システム

情報登録

・完成検査終了証
・譲渡証明書

・完成検査修了証
・譲渡証明書

完成検査
情報等登録

登
録
情
報

処
理
機
関

譲渡情報
登録

・譲渡証明書

売買契約
手続委任

売買契約
書類受領

・車庫証明必要書類
(申請書、所在図、配置図、
使用権原疎明書面）

審査 交付

出頭

・保管場所標章

手続
委任

審 査

出頭

・自動車検査証
・検査標章
・保管場所標章
・自賠責証書

ＯＳＳ

OSS受付

受 領

・自動車検査証
・検査標章

関係手続に必要な申請
データ
※印鑑証明書、 委任状は
電子化により添付不要

・(新)自賠責証

情報登録

・自賠責証情報

検査登録
申請
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金
融

機
関

保
険

会
社

継続検査(現車提示不要)申請に係る事務

請
求
者

（
本
人
）

継続検査
手続委任

指
定
整
備
工
場

継続検査
書類受領

・検査申請書
・(現)自動車検査証
・現車

点検整備

窓 口

点検整備
記録簿発行

警
察
庁

県
税
事
務
所
国
土
交
通
省

（行政側）

（申請者側）

自賠責保険
契約内容入力 証券発行

自賠責保険
情報登録

自賠責保険
情報

・自賠責保険情報
登録完了情報・契約者情報

保安基準
適合性審査

・点検整備記録簿

・(新)自賠責証

保安基準
適合標章発行

保安基準
適合証発行

納 車

受 領
・自賠責証
・保安基準適合標章
・点検整備記録簿
・現車

検査
申請

・(現)自動車検査証
・保安基準適合証

審 査 交 付

・検査申請書
・保安基準適合性
・(現)自動車検査証
・検査登録印紙
・自動車重量税印紙

受領・
送付

・(新)自動車検査証
・検査標章

受 領

・(新)自動車検査証
・検査標章

放置違反金
滞納情報

受 領
・放置違反金滞納情報

出頭

○○○ ：作業 ：流れ ：書類 ：データ：データの流れ

自賠責システム

収 納

自動車税
納付

収 納

・収納情報

収納情報更新

・納税情報

登
録
情
報

処
理
機
関 情報登録

・(新)自賠責証 ・(新・旧)自賠責証情報

(代行)
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継続検査(現車提示不要)申請に係る事務 ＯＳＳ

金
融

機
関

保
険

会
社

請
求
者

（
本
人
）

継続検査
手続委任

指
定
整
備
工
場

継続検査
書類受領

・(現)自動車検査証
・現車

点検整備 点検整備
記録簿発行

警
察
庁

県
税

事
務
所

国
土
交
通
省

手
続

代
理
人

自賠責保険
契約内容入力 証券発行

自賠責保険
情報登録

自賠責保険
情報

・自賠責保険情報
登録完了情報

保安基準
適合性審査

・点検整備記録簿

保安基準
適合標章発行 納 車

受 領
・自賠責証
・保安基準適合標章
・点検整備記録簿
・現車

・(現)自動車検査証

審 査 交 付

受領・
送付

・(新)自動車
検査証
・検査標章

受領・
送付

・(新)自動車検査証
・検査標章

受 領

放置違反金
滞納情報

受 領

・放置違反金滞納情報

○○○ ：作業 ：流れ ：書類 ：データ：データの流れ

自賠責システム

・契約者情報

・(新)自賠責証

登
録
情
報

処
理
機
関

情報登録 情報登録

・(新)自賠責証

・保安基準適合証収 納

自動車税
納付

収 納

（行政側）

（申請者側）

・収納情報

・検査登録
申請書

収納情報更新

・自賠責証情報

・納税情報

・保安基準
適合証情報

重量税
通知

電子納付
(自動車重量税)

収納

車検証原本
・(現)自動車検査証

出頭

継続検査OSS
申請依頼

継続検査
OSS申請

保安基準
適合証発行
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MOTAS・OSSのシステム概要

申請者

申請書類
①窓口で提出

運輸支局等 システム

MOTAS

OSS
インターフェース

システム
インターネット

①オンライン申請

②審査

③送信

③送信

②審査

書
面

O
S
S

④車検証印刷

⑤交付

登録

関係行政機関
システム

15



軽自動車保有関係手続のワンストップサービスの導入

平成31年1月から全国でOSSを開始

新車新規検査

継続検査

平成31年9月から新車新規検査スタート

全手続が電子化されない中であっても利用を希望する地域についてサービス開始
（導入地域は平成30年9月目途に最終判断）
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未来投資戦略2018概要
ー 「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革 －

「デジタル革命」が世界の潮流

◇データ・人材の争奪戦

◇「データ覇権主義」の懸念
(一部の企業や国家がデータを独占)

技術力・研究力、人材、

リアルデータ、資金

人口減少、少子高齢化、
エネルギー・環境制約等

豊富な「資源」

官民で資源
(人材・資金面)

を重点配分

日本の強みは

基本的な考え方

第４次産業革命技術がもたらす変化／新たな展開：Society 5.0

今後の成長戦略推進の枠組

経済活動の
「糧」が変わる

①自動化
◇移動・物流革命による人手不足・
移動弱者の解消

（自動運転、自動翻訳など）

②遠隔・リアルタイム化
◇地理的・時間的制約の克服による
新サービス創出

（交通が不便でも最適な医療・教育を享受可能）

◇20世紀までの基盤
「エネルギー」
「ファイナンス」

→ブロックチェーンなどの
技術革新で弱み克服

◇デジタル新時代の基盤
良質な「リアルデータ」

→日本の最大の強みを
活かすチャンス

◇アナログ行政から決別
－行政サービスを
デジタルで完結

－行政保有データ
のオープン化

◇インフラ管理コスト
(設置・メンテナンス)の劇的改善

質の抜本的向上

「行政」「インフラ」
が変わる

「地域」「コミュニティ」
「中小企業」が変わる

◇地域の利便性向上
活力向上

(自動走行、オンライン医療、
IoT見守り)

◇町工場も世界とつながる

◇稼げる農林水産業
若者就農

◇中小企業ならではの
多様な顧客ニーズへの対応

「人材」が変わる

◇単純作業や3K
現場でＡＩ・ロボット
が肩代わり

◇キャリアアップした
仕事のチャンス

◇ライフスタイル/ライフス
テージに応じた働き方
の選択

課題先進国

－重点分野について設置

－官民の叡智を結集

「産官協議会」

－実現に必要な施策等を

来夏までに取りまとめ

「目指すべき経済社会の絵姿」共有

①「FP2020」：アーリーハーベスト

②「FP2025」：本格的な社会変革

変革を牽引する「フラッグシップ・プロジェクト(FP)」
の選定・推進

◇「Society 5.0」で実現できる新たな国民生活や

経済社会の姿を具体的に提示

◇従来型の制度・慣行や社会構造の改革を

一気に進める仕組み

「生活」「産業」が変わる

１７

matsumoto-k2rn
線

matsumoto-k2rn
線

matsumoto-k2rn
線

matsumoto-k2rn
線



未来投資戦略２０１８ 抜粋

第２ 具体的施策

Ⅰ．Society5.0の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」

［３］「行政」「インフラ」が変わる

１．デジタル・ガバメントの実現（行政からの生産性革命）

ⅰ）旗艦プロジェクトの推進

①個人向けワンストップサービスの実現

・個別手続のみに着目した従来の「縦割り」型のオンライン化から脱却し、徹底した利用者視点に立ち、多く
の国民の生活に大きな影響のある個人向け行政手続等のワンストップ化を強力に推進する。

・具体的には、同じ内容について複数の異なる窓口での手続を強いられている「引越し」や「死亡・相続」に
ついては、それぞれ来年度から、「介護」については本年度から、順次サービスを開始する。

・自動車保有関係手続に関するワンストップ化を充実・拡充するため、自動車検査証の電子化の推進、
引越しワンストップサービス等との連携、軽自動車保有関係手続のワンストップ化に取り組む。

平成３０年６月15日
閣 議 決 定
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料３
自動車検査証電子化の目的・効果



自動車検査証の電子化について

目 的
・OSS申請を行ってもなお残る出頭の必要性の解消

→ 申請者にとっては、物理的移動の不要化による申請者負担の大幅な軽減

ディーラー・整備事業者等

点検・整備

車検証情報の
書換

審査
（保安基準適合性等）

車検証情報の
更新

運輸支局・事務所

手続きの電子申請・納付等

書面車検証の廃止

更新情報送信

支局等への来訪が不要に

今後、さらなる展開を検討

働き方改革に貢献

1



自動車検査証の電子化後のフロー（イメージ） ～継続検査ＯＳＳの場合～

ユーザー 整備事業者等

運輸支局等

MOTAS更新審査

カード情報読取

カード情報更新
ピッ

運輸支局等への出頭不要

見
直
し
後

ユーザー

OSS申請

運輸支局等への出頭が必要

整備事業者等

運輸支局等
審査 MOTAS更新

車検証発行

現

行 新旧車検証の交換

車検依頼

車検完了

車検依頼

窓口手続オンライン手続【凡例】

OSS申請

更新可能通知

ਡ
ਫ਼
؞
ତ
૟

車検完了

車検証送付

後日郵送

即日で全ての手続き完了

（保安基準適合性等）

（保安基準適合性等）

2



電子化した自動車検査証を契機とした更なる展開(イメージ)

不正車両の走行防止検査情報の利活用

情報提供等の充実 自動運転実現への貢献

デ
ー
タ
の
電
子
化

・個々の自動車のトレーサビリティ
・車種毎の故障傾向等

点検・整備・情報
〇無保険車両

警報音

〇車検切れ車両

不法車両情報の把握

国土交通省

警察

国土交通省 消防署等

事故時の
初動迅速化

リコール情報

電子車検証

リコール対象車両で
あることを表示

センサーの
補完

電子車検証 電子車検証

〇速度・位置情報の活用

3



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

資料４
自動車検査証の利用状況



車検証の利用状況（調査中）

利用シーン 利用状況

本人 使用車両の確認 車検の有効期間等の確認等のための利用、保有している運転免許での運転の可否

民間

保険
自賠責保険契約 契約時に車検証情報（車台番号、ナンバー、種別、使用の本拠の位置等）を利用

任意保険契約 新規契約の際に車検証情報を利用

自己所有の車両管理
・運送事業者、リース会社等が自社の保有車両の管理のため車検証情報を活用
・信販会社等が自己名義の車両の管理のため車検証情報を活用

点検整備、車検 整備事業者等が、点検整備時、車検時に車検証情報を活用。

流通 買取り査定 買取り査定時に車両の基礎情報として車検証を参照

自動車の運搬 海上輸送 自動車の輸送の際に車検証を用いて諸元を確認し、積込計画に利用

自動車の解体 自動車リサイクル法に基づく自動車の解体時における報告記録の際に車検証情報を利用

ＥＴＣ ＥＴＣのセットアップの際に車検証情報を利用

フェリー フェリー利用料金の適用区分確定のため、車検証を用いて諸元を確認

駐車場 駐車場の契約時に長さ、幅、高さや「車いす自動車」等の車検証情報を利用

行政等

検査 自動車技術総合機構における検査の際に車検証情報を利用

ナンバープレートの交付・封印
・ナンバープレートの交付業務において誤交付防止のため、車検証を確認
・封印取付け時に車検証を用いて現車確認

許認可（運送事業・道路通行許可等）
運送事業等の許認可（バス、タクシー、トラック等）や道路通行許可の際の添付書類として写しの
提出が必要

徴税（自動車重量税、自動車税、自動車取得税、
軽自動車税）

・自動車重量税の徴税事務において原本を確認
・新車登録時に自動車税、自動車取得税の徴税事務において原本を確認
・軽自動車の新規検査時に軽自動車税、自動車取得税の徴税事務において原本を確認

警察活動（交通取締り・交通事故処理・各種許
可等）

交通取締り、交通事故処理、各種許可等に当たり必要な情報を確認するため、車検証を確認又
は車検証の写しを受領

公共工事 公共工事の入札時におけるダンプの保有台数の確認のため、車検証を確認
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本検討会において検討いただきたい事項（案）

自動車検査証の電子化に伴う手続フロー論点１

自動車検査証の電子化の方式（ICカード･･･）論点２

自動車検査証の閲覧・書換の実施主体論点３

国・民間事業者等における運用体制の確保論点４

導入時期論点５

導入コスト論点６

セキュリティー対策論点７

電子化の方式を踏まえた性能要件・システム要件等論点８

フ
ェ
ー
ズ
２

電子化する情報の範囲論点９

将来的な活用のあり方論点10

フ
ェ
ー
ズ
２

（
更
な
る
展
開
）

フ
ェ
ー
ズ
１
（
手
続
の
簡
素
化
）

Ｓｔｅｐ１
基本コンセプト

Ｓｔｅｐ２
技術的要件
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本検討会において検討いただきたい事項（案）具体的内容①

Ｓｔｅｐ１ 基本コンセプト

自動車検査証の電子化に伴う手続フロー論点１

・自動車検査証の電子化による、申請手続きの完全電子化を実現するための手続フローを検討する。

自動車検査証の電子化の方式（ICカード･･･）論点２
・自動車検査証の電子化に際しては、ICカード方式や車体埋込式、オンライン方式その他の方法が
考えられる。他の論点の整理を踏まえ、どのような方式が適当か、検討する。

自動車検査証の閲覧・書換の実施主体論点３
・閲覧・書換を実施する主体としては以下の者が想定される中、主体ごとに取り扱える情報の範囲は
設定する必要はあるか。

○所有者・使用者本人
○行政機関（警察、徴税機関、地方公共団体等）

○整備事業者、ディーラー、行政書士、自動車メーカー
○損害保険会社、フェリー会社・・・

自動車検査証の情報のうち、具体的にどのような情報を活用しているかを踏まえ、検討する。

フェーズ１

2



本検討会において検討いただきたい事項（案）具体的内容②

国・民間事業者等における運用体制の確保論点４

（１）国における運用体制

自動車ユーザーの情報が適切に管理されつつ、利便性の高い運用体制となるよう検討する。

○民間事業者とのネットワーク接続を前提とした
MOTASの情報管理体制

○審査業務の実施体制
○その他業務運用体制

（２）民間事業者等における運用体制
○申請を代理する場合における実施体制
○電子化情報の書換えを実施する場合における
実施体制（取扱責任者の設置等）

導入時期論点５

円滑に自動車検査証の電子化に移行できるスケジュールとは何かを踏まえ、検討する。

・自動車検査証の電子化に際しては、すべての車両について、同時期一斉に導入するのか、それとも、
車種ごとに順次導入することとするのか。
・また、導入時期については、行政側のシステム改修、法令上必要となる手当のみならず、民間事業
者側の準備期間についても考慮する必要。

導入コスト論点６
・システム開発及び運用、ICカード等の製造、ネットワーク環境整備、専用機器の導入、システム構成等、
自動車検査証の電子化に対応するために、関係者に一定の導入コストがかかることが想定される。
導入コストを踏まえつつ、最適な制度となるよう検討する。
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本検討会において検討いただきたい事項（案）具体的内容③

セキュリティー対策論点７

電子化の方式を踏まえた性能要件・システム要件等論点８
・自動車検査証の電子化の方式及びこれに伴う業務フローの見直しを踏まえ、具体的な自動車検査
証の性能要件、ＭＯＴＡＳやＯＳＳ等の関連システムの設計要件、ネットワーク環境整備等について、
詳細に技術的要件を検討する。

・不正アクセス及び情報漏洩対策、紛失時の対応、なりすまし対策、偽造・スキミング対策等、
自動車ユーザーの情報を保護するためのセキュリティー対策として何が必要か、検討する。

電子化する情報の範囲論点９
・自動車検査証の電子化に際しては、現行の車検証記載事項の他、自動車の関連情報についても、
その対象に含めてはどうか。

○自動車損害賠償責任保険(共済)の付保

海外調査結果の報告内容を踏まえつつ、検討する。

将来的な活用のあり方論点10
・自動車検査証の電子化を契機としたさらなる可能性の追求に向けた拡張性について検討する。

Ｓｔｅｐ２ 技術的要件フェーズ１

フェーズ２

○リコール改修にまつわる情報 ○その他

4
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当面の進め方（案）について

回数 時期 議題

第２回 10月１日（月）
15：30～17：30

車検証利用者
ヒアリング

・自動車検査証の利用者からのヒアリング
・国内調査結果報告
・第１回検討会の意見交換結果を踏まえた論点整理

第３回 10月下旬頃 基本コンセプトに
関する議論

・自動車検査証の電子化の基本コンセプトに関する議論
・海外調査結果報告
・第２回検討会のヒアリング結果を踏まえた論点整理

第４回 11月上旬頃 基本コンセプト
とりまとめ

・自動車検査証の電子化に係る基本コンセプト案について
・第３回検討会の議論を踏まえた論点整理

第5回
～ 1月～３月

技術的要件の
検討
とりまとめ

・自動車ユーザーのセキュリティ対策に関する議論
・電子化の方式を踏まえた性能要件の整理
・自動車検査証の関連システムの設計要件等の整理

※将来的な活用のあり方については、平成３１年４月以降検討予定


